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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しておりま
す。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提
供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第20回定時株主総会の招集に際してのその他の電子提供措置事項

【事業報告】
「対処すべき課題」「主要な事業内容」「主要な営業所」「従業員の状況」

「主要な借入先の状況」「その他企業集団の現況に関する重要な事項」「株式の状況」

「新株予約権等の状況」「会計監査人の状況」「業務の適正を確保するための体制」

「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

「会社の支配に関する基本方針」「剰余金の配当等の決定に関する方針」

【連結計算書類】
「連結貸借対照表」「連結損益計算書」「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

【計算書類】
「貸借対照表」「損益計算書」「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

【監査報告】
「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告」「計算書類に係る会計監査人の監査報告」

「監査等委員会の監査報告」

（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

日本エマージェンシーアシスタンス株式会社
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対処すべき課題

１．企業集団（会社）の現況
(1) 対処すべき課題
2023年度の社会環境を展望すると、新型コロナウイルス感染者数は増減を繰り返し、ゼ

ロになることはありませんが、これまでと同じような経済活動の規制が続く可能性は低
く、確実にアフターコロナに向けて社会経済活動が世界的に再活性化する事が見込まれま
す。３年に亘るコロナ禍を経て、社会の健康志向、危機管理志向はより一層高まっていく
と思われます。
当社グループの事業環境については、医療アシスタンス事業やライフアシスタンス事業

を含むアシスタンス事業全般に早期に黒字が確保できる収益性の高い事業構造に変換して
いくことが急務であり、既に担当業務や運用プロセス等の見直しに着手しております。ま
た、医療アシスタンス事業及びライフアシスタンス事業に続く新しい事業の柱を構築する
必要があると考えております。

＜経営方針＞
１．事業の効率化
（１）既存事業の少数精鋭化
　・少人数でも事業運営ができる体制作り（少数精鋭化）
（２）DX化による仕事のやり方の抜本的改定
　・全社ベースおよび社内部門別DX化プロジェクトの積極推進
２．収益の拡大
（１）新しいビジネス分野の構築
　・医療アシスタンス事業、ライフアシスタンス事業に続く新しい事業の柱の構築
（２）採算性を考慮したビジネススタイルの徹底
　・提供するサービスについては適正な価格と契約条件の設定

－ 1 －
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対処すべき課題

<事業分野別の実行方策>
１．医療アシスタンス分野
（１）アウトバウンド
　・業務運営の効率化を推進（業務品質と業務効率化の両立）
　・社内データシステムの再構築により、サービスの付加価値アップ
（２）インバウンド
　・渡航再開を睨み、顧客との関係再構築、当社サービスのアピール等で積極拡大
　・フィー設定見直し、運営の柔軟化
（３）渡航医療・ヘルスケア（医療ツーリズム）
　・渡航再開を睨み、中国で集客活動強化と日本の医療機関とコーディネート機能強化
　・海外エージェント網の拡充
（４）企業/学校法人営業
　・コーポレート商品の収支改善（適正価格等）と顧客数拡大に向けて積極販売を展開
　・学校法人向け商品（OSSMA）の運営体制の整備、顧客数の大幅な拡大
２．ライフ・ノンメディカルアシスタンス分野
（１）ライフアシスタンス
　・コンシェルジュ事業の採算性検証により適正価格・適正条件での継続受注
　・効率的な受注体制の中で新規顧客の獲得
（２）ノンメディカル
　・既存契約条件の見直し、収支改善
　・採算性の良いノンメディカル案件の獲得
３．新規事業分野
（１）新規ビジネス
　・中国富裕層を中心ターゲットとしたヘルスケア事業の展開、専門性の高い体制を整
えてのセキュリティ・リスク管理事業等で会社事業の新機軸を創設

　・厚生労働省業務で培ったノウハウ・システム資産を活用し新規ビジネスを開発

なお、新型コロナウイルス感染症の当社グループへの今後の影響をしっかりと見極めつ
つ、適宜計画の見直しと必要な施策を実施してまいります。

－ 2 －
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

事 業 区 分 事 業 内 容

医 療 ア シ ス タ ン ス 事 業
海外旅行や海外駐在、海外渡航中に病気や怪我をされたユーザ
ーが、自国にいるときと比べて不自由なく必要な医療を受けら
れるように手配し、ご支援するサービスです。

ライフアシスタンス事業
クレジットカード会社のカード会員に対するコンシェルジュサ
ービスを提供し、「より気持ちよく、より楽しい」海外での生
活を楽しんでいただくためのお手伝いをするサービスです。

(2) 主要な事業内容（2022年12月31日現在）

当 社
本社　　　　：東京都文京区
大阪オフィス：大阪府大阪市中央区
イギリス事業所：West Sussex, United Kingdom

Emergency Assistance 
Japan (U.S.A.), Inc. 本社：Richmond,Virginia U.S.A.

北京威馬捷国際旅行援助
有限責任公司

本社　　　　　：北京市朝陽区
上海オフィス　：上海市静安区
広州オフィス　：広東省広州市天河区
大連オフィス　：遼寧省大連市中山区

Emergency Assistance 
Japan (Singapore) Pte. 
Ltd.

本社：Singapore

Emergency Assistance 
Thailand Co., Ltd. 本社：Bangkok, Thailand

EAJ Assistance Services 
Canada, Inc. 本社：Vancouver, Canada

(3) 主要な営業所（2022年12月31日現在）

－ 3 －
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

医 療 ア シ ス タ ン ス 事 業 165（25）名 △17（－）名

ラ イ フ ア シ ス タ ン ス 事 業 45（８）名 ３（△１）名

管　　理　　部　　門　　等 24（４）名 △３（２）名

合 計 234（37）名 △17（１）名

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

169（28）名 △10（△４）名 42.6歳 8.2年

(4) 従業員の状況（2022年12月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 220,000千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 350,000千円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 50,000千円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 100,000千円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 100,000千円
株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行 80,000千円
株 式 会 社 横 浜 銀 行 70,000千円
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 60,000千円
株 式 会 社 千 葉 銀 行 50,000千円
株 式 会 社 み な と 銀 行 50,000千円

(5) 主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）

(6) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 4 －
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株式の状況

① 発行可能株式総数 8,304,000株
② 発行済株式の総数 2,519,600株
③ 株主数 2,120名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ヴ ァ ン タ ー ク ル ー ズ ヘ ル ス サ ー ビ ス イ ン ク 284,700株 11.30％

吉 田 幸 子 265,000株 10.52％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口  甲 1 1 号 ） 110,500株 4.39％

吉 田 桜 子 110,500株 4.39％

氷 鉋 健 一 郎 73,100株 2.90％

安 全 サ ポ ー ト 株 式 会 社 66,600株 2.64％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 61,959株 2.46％

楽 天 証 券 株 式 会 社 46,600株 1.85％

舞 原 満 博 46,400株 1.84％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 44,300株 1.76％

２. 会社の現況
(1) 株式の状況（2022年12月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（390株）を控除して計算しております。

－ 5 －
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新株予約権等の状況

第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権
発 行 決 議 日 2018年５月18日 2021年12月16日 2022年12月15日
新 株 予 約 権 の 数 100個 15個 30個

新株予約権の目的となる株
式の種類と数

普通株式　　　　  
10,000株

普通株式
1,500株

普通株式
3,000株

（新株予約権１個につき
100株）

（新株予約権１個につき
100株）

（新株予約権１個につき
100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 
104,300円

新株予約権１個当たり 
127,200円

新株予約権１個当たり 
105,500円

（１株当たり1,043円） （１株当たり1,272円） （１株当たり1,055円）

権 利 行 使 期 間 2020年 5 月22日から
2028年 2 月29日まで

2023年 12 月18日から
2031年 2 月28日まで

2024年 12 月17日から
2032年 2 月29日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２ （注）３

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員を
除 く ）

新株予約権
の数 100個 新株予約権

の数 15個 新株予約権
の数 30個

目的となる
株式数 10,000株 目的となる

株式数 1,500株 目的となる
株式数 3,000株

保有者数 １名 保有者数 １名 保有者数 ２名

取 締 役
（ 監 査 等 委
員 ）

新株予約権
の数 －個 新株予約権

の数 －個 新株予約権
の数 －個

目的となる
株式数 －株 目的となる

株式数 －株 目的となる
株式数 －株

保有者数 －名 保有者数 －名 保有者数 －名

(2) 新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2022年12月31日現在）

（注）１．第５回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
1)新株予約権者は、権利行使時まで継続して当社もしくは当社子会社の取締役、使用人又はこれに

準ずる地位を有していることを要します。ただし、任期満了による退任又は定年退職の場合は、
この限りではありません。

2)新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができません。
3)その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。
２．第６回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

1)新株予約権者は、権利行使時まで継続して当社もしくは当社子会社の取締役、使用人又はこれに

－ 6 －
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新株予約権等の状況

第 ７ 回 新 株 予 約 権
発 行 決 議 日 2022年12月15日
新 株 予 約 権 の 数 270個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の 種 類 と 数
普通株式　　　　  27,000株

（新株予約権１個につき100株）
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 105,500円

（１株当たり1,055円）

権 利 行 使 期 間 2024年 12 月17日から
2032年 2 月29日まで

行 使 の 条 件 （注）

当 社 使 用 人 等 へ の
交 付 状 況

新株予約権の数 270個
目的となる株式数 27,000株
交付者数 26名

準ずる地位を有していることを要します。ただし、任期満了による退任又は定年退職の場合は、
この限りではありません。

2)新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができません。
3)その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。
３．第７回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

1)新株予約権者は、権利行使時まで継続して当社もしくは当社子会社の取締役、使用人又はこれに
準ずる地位を有していることを要します。ただし、任期満了による退任又は定年退職の場合は、
この限りではありません。

2)新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができません。
3)その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

（注）第７回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
1)新株予約権者は、権利行使時まで継続して当社もしくは当社子会社の取締役、使用人又はこれに準

ずる地位を有していることを要します。ただし、任期満了による退任又は定年退職の場合は、この
限りではありません。

2)新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができません。
3)その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,620千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 22,620

(3) 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総
会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額でありま
す。
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(4) 業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、
その他会社の業務ならびに当社および子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」と
いう。）の業務の適正を確保するための体制を取締役会で決議しております。取締役会決
議の内容は、以下のとおりであります。

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制
イ. 当社は、取締役および社員、その他の従業員が法令および定款を遵守し、社会規

範に基づいた行動をとるための行動規範を示した「EAJ行動規範」に基づき、職
制を通じて適正な業務執行の徹底と監督を行い、取締役および使用人が一丸とな
って法令遵守の徹底や企業倫理の確立に努める。また、コンプライアンス体制の
充実・強化を推進するため、社長を委員長とするコンプライアンス委員会におい
て関連する議題を取り上げて検討し、対応策を講じ、教育、啓蒙等必要な諸活動
を推進する。また、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての
社内相談・報告体制として、「内部通報制度運用規程」に基づく、内部通報制度
を整備・運用する。

ロ. 業務執行部門から独立した内部監査室は、定期的に内部監査を実施し、その結果
を社長に報告するとともに被監査組織へフィードバックする。

ハ. 当社は、市民社会の秩序ならびに健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力に
対しては、一切の関係を遮断し、それらの活動を助長するような行為を行わな
い。反社会的勢力からの接触や不当要求に対しては、不当要求防止責任者を選任
のうえ、所轄官庁および関連団体と緊密に連携を図りながら、その排除に努める
とともに、組織全体で毅然とした態度で臨むことを徹底する。

ニ. 当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基
づく内部統制システムの構築を行う。その仕組みが適正に機能することを継続的
に評価し、不備があれば必要な是正を行うことにより、金融商品取引法およびそ
の他関係法令等の適合性を確保する体制を整備し、運用する。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
イ. 当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、取締役が
「稟議・決裁規程」に基づいて決定した文書など、取締役の職務の執行に係る情
報を適正に記録し、法令および｢文書および電磁的記録等管理規程｣に基づき、保
存・管理する。

ロ. 当社は、情報セキュリティに関する基本方針および諸規程の整備ならびにパソコ
ン、データ、ネットワーク等、各種情報のインフラに対して内外からの脅威が発
生しないよう、適切な保護対策を実施する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社は、リスク管理体制の基礎として「リスク管理基本規程」を定め、同規程に

従ったリスク管理体制を整備、構築する。
ロ. 「リスク管理基本規程」に基づき、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を
設置し、適切なリスク管理を推進する。

ハ. 不測の事態が発生したときは、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行
い、損失・被害を最小限にとどめる努力をする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、年度予算を策定し、全社的な目標および各組織の目標を設定すると同時
に、予算と実績の対比を原則として毎月１回、取締役会で報告し、以後の活動に
反映して効率的な職務執行を目指す。

ロ. また、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の職務
執行状況の監督などを行う。

ハ．当社は、執行役員制度を導入し、執行役員は取締役会ないし代表取締役社長が決
定した業務の範囲内で業務執行を行い、効率的な職務執行を目指す。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ. 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、「子会社管理規程」を定め、同規程に基づき当社グループの事業運営
を実施するものとし、当社の取締役と子会社の取締役との間で、定期的に会合を
行う。また子会社は同規程に定める重要事項について当社の承認を受けるととも
に、同規程に定める経営状況、経営指標等の報告を行うものとする。
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ロ. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社の「リスク管理基本規程」に基づき、子会社のリスク管理体制を構築さ
せ、適宜報告を受けるものとする。
　また、子会社において損失リスクが顕在化した場合には、「子会社管理規程」
に従い速やかに当社に報告し、当社および当該子会社間で対策を協議・実施する
ことで損失の拡大を防止する。

ハ. 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、当社グループを対象とした年度予算を策定し、当社グループの目標お
よび各子会社の目標を設定すると同時に、予算と実績の対比を原則として毎月一
回、子会社の取締役が参加する組織長会議で報告し、以後の活動に反映して子会
社の効率的な職務執行を目指す。
　また、職務執行に関する基本的事項および重要事項に係る意思決定を機動的に
行うために、随時、テーマに関連する当社の取締役および子会社の取締役を招集
し、意思決定会議を行う。

ニ. 子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制
　「EAJ行動規範」、「コンプライアンス規程」および「内部通報制度運用規
程」を当社グループ全体に適用し、当社グループ全体のコンプライアンス体制の
整備・確立を推進する。
　また、当社の内部監査室は、定期的に当社グループの内部監査を実施し、その
結果を当社社長に報告するとともに、被監査子会社にフィードバックすることに
より、当社グループ全体のコンプライアンス体制を強化していく。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
当社は、監査等委員会の職務を補助するため、必要な使用人を配置する。

⑦ 前項の取締役および使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
独立性に関する事項ならびに監査等委員会の当該取締役および使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項
監査等委員会の補助使用人は、監査等委員会の指揮命令に従うものとする。
　また当該補助使用人の人事異動・人事評価、懲罰等の決定については、事前に監査
等委員会の同意を得るものとする。
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⑧ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人ならびに子会社の取
締役および使用人等が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委
員会への報告に関する体制ならびに当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
イ. 当社グループの取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある

事実があることを発見したときは、監査等委員会に報告する。
ロ. 当社グループは、監査等委員会への報告を行った取締役および使用人に対し、当

該報告を行ったことを理由として不利益な扱いをすることを禁止し、その旨を当
社グループ内に周知徹底する。

ハ. 内部監査室は、監査の結果を適時、適切な方法により監査等委員会に報告する。
ニ. 内部通報窓口への通報を行ったことを理由として不利益な取扱いをすることを禁
止するとともに、通報状況とその処理の状況は定期的に監査等委員会に報告す
る。

ホ. 内部通報窓口への通報内容が監査等委員会の職務の執行に必要な範囲に係る場合
および通報者が希望する場合には、速やかに監査等委員会に報告する。

⑨ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につい
て生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用ま
たは債務の処理に係る方針に関する事項

　　　監査等委員が監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等
の請求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合を
除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、さまざまな機会をとらえて、当社グループの取締役、使用人の監査等委
員会監査に対する理解を深めさせ、監査等委員会監査の環境を整備するよう努め
る。

ロ. 当社社長は、監査等委員会との定期的な意見交換会を開催し、監査等委員会が意
見または情報の交換ができる体制とする。

ハ. 内部監査人は、監査等委員会との連絡会議を定期的にまた必要に応じて開催し、
取締役および使用人の業務の適法性、妥当性について監査等委員会が報告を受け
られる体制とする。
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ニ. 当社は、監査等委員会が会計監査人と円滑に連携できる体制づくりに向けて必要
な施策を実施する。

(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のと
おりであります。

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制に対する取り組み
イ. 社長を委員長とするコンプライアンス委員会を年４回開催し、会社の体制・業務

等のチェックおよび改善と教育・啓蒙活動を行いました。また、内部通報制度に
ついても、「内部通報制度運用規程」に基づき、適正に運用いたしました。

ロ. 内部監査室が全組織の内部監査を定期的に実施し、その結果を社長に報告すると
ともに、被監査組織にフィードバックしております。

ハ. 取引先との間で締結する全契約書に反社会的勢力の排除に関する条項を盛り込む
他、反社会的勢力排除の活動を継続しています。

ニ. 金融商品取引法に基づく内部統制システムの運用を継続し、期末には内部監査室
が本システムが適正に機能しているか、全組織にわたり監査を実施し大きな問題
の無いことを確認しました。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制に対する取り組み
イ. 取締役会における意思決定の内容や職務執行状況の報告等を取締役会議事録に記

録し、また、稟議決裁書には取締役の決裁、コメント等を記録しました。「文書
および電磁的記録等管理規程」に基づき、これらの文書を保存・管理しておりま
す。

ロ. 情報セキュリティのリスクに対応するため、サイバーセキュリティ被害を包括的
に補償するサイバー保険への加入を継続しました。
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ハ. 大型案件受注で個人情報の取り扱いが増えたことから、当事業年度における重点
事業目標の一つである「安心してビジネスを展開するための個人情報保護対策の
実施」として、外部専門家を起用したプライバシー対応の現状調査、プライバシ
ーマネジメント態勢構築の課題の洗い出し、ロードマップの策定など、個人情報
保護マネジメントシステム（PMS）に則った適切な管理体制の実効性向上に係る
施策を実施しました。また、プライバシーマークの維持審査にも適切に対応して
審査に合格し、維持することができました。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制に対する取り組み
イ. 社長を委員長とするリスク管理委員会を年４回開催し、具体的なリスクの対策検

討や他社事例の研究等を行いました。
ロ. リスク管理基本規程に従って、従業員が新型コロナウイルスに感染して業務に支

障を来すことがないようにするため、在宅勤務・時差勤務等を引き続き推奨しま
した。事業所内には消毒液などの衛生用品とパーテションを常設し、手洗い・消
毒・マスクの着用・黙食・三密回避を呼びかけ、社内感染防止に努めました。ま
た、職場で感染者が出た場合（またはその疑いがある場合）には、感染症対策の
ガイドラインに従い適切な対応をしております。ガイドラインは顧問医の監修の
もと、最新の情報を取り入れて定期的な見直しを実施し、社内周知を行いまし
た。これらの結果、社内でのクラスターの発生を防止することができました。

④ 取締役の職務の執行の効率性を確保するための体制に対する取り組み
イ. 年度予算を策定するとともに、毎月１回の定時取締役会で月次決算の内容および

予算と実績の対比を報告し、業務推進の指針としました。また、全社および各組
織の事業計画を策定し、適宜フォローを実施し、以降の計画に反映しました。

ロ. 毎月１回開催する定時取締役会に加えて、適宜臨時取締役会を開催し、重要事項
の決定等を機動的に行いました。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制に対する取り組み
イ. コンプライアンス委員会およびリスク管理委員会に子会社の代表者も出席し、関

連の議題を取り上げて共に検討を行いました。
ロ. 当社の取締役常勤監査等委員および内部監査室長が、アメリカの子会社に対して
書面監査及び対面でのヒアリングを行いました。
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ハ. 子会社を含む当社グループの年度予算および事業計画を策定し、毎月１回子会社
の代表者が参加する組織長会議において、月次決算の内容および予算と実績の対
比を報告させるとともに、当社取締役との間で経営課題の意見交換を行っており
ます。

⑥ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制に対する取り組み
イ. 監査等委員会補助使用人を定め、監査等委員会の指揮命令のもとに、上記(5)で掲

げた体制で定めている監査等委員会への報告義務を当社グループ内に周知してお
ります。

ロ. 毎月１回開催する子会社代表も出席する組織長会議への監査等委員の出席を求め
るとともに代表取締役社長、内部監査人、会計監査人との情報交換の場を定期的
に設け、監査等委員会監査の実効性の確保に繋げております。

ハ. 監査等委員会の計画どおり日本監査役協会費用等を支出しています。

(6) 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　利益分配につきましては、当社は、株主のみなさまへの利益還元を最も重要な課題のひと
つと考えて経営にあたっております。従って、経営基盤の強化と長期的な事業発展のための
内部留保の充実に留意しながらも、できる限り継続的かつ安定的な配当を実施することを基
本方針としております。
　このような観点から、当社は、年１回の期末配当を行うことを基本として、資本政策およ
び配当政策の機動性確保の観点から、剰余金の配当等の決定機関を取締役会としておりま
す。
　当期の期末配当につきましては、上記の基本方針及び当期業績を踏まえた利益還元を行い
たく、１株あたり普通配当５円に特別配当13円を加えた１株あたり18円を予定しておりま
す。
　また、自己株式の取得につきましては、当社は、適切と判断した時期に実施することを検
討しております。
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連結貸借対照表

（2022年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

3,693,449

2,356,098

648,322

39,854

472,092

178,158

△1,077

239,391

100,172

39,932

60,240

52,919

52,919

86,300

25,771

4,164

56,363　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 2,299,043
買 掛 金 14,585
短 期 借 入 金 1,110,000
一年内返済予定の長期借入金 12,000
未 払 金 320,472
未 払 法 人 税 等 207,740
契 約 負 債 368,202
そ の 他 266,042

固 定 負 債 27,950
長 期 借 入 金 8,000
繰 延 税 金 負 債 7,517
そ の 他 12,433

負 債 合 計 2,326,993
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 1,485,426
資 本 金 312,001
資 本 剰 余 金 201,477
利 益 剰 余 金 972,431
自 己 株 式 △482

その他の包括利益累計額 87,719
為 替 換 算 調 整 勘 定 87,719

新 株 予 約 権 32,701
純 資 産 合 計 1,605,847

資 産 合 計 3,932,841 負 債 純 資 産 合 計 3,932,841

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで ）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,241,218
売 上 原 価 4,975,766

売 上 総 利 益 1,265,452
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 548,384

営 業 利 益 717,068
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,406
為 替 差 益 13,690
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,035
そ の 他 1,820 18,953

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,939
そ の 他 427 6,367
経 常 利 益 729,653

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 14 14

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,199 2,199

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 727,469
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 231,177
法 人 税 等 調 整 額 △3,760 227,417
当 期 純 利 益 500,052
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 500,052

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 312,001 201,477 497,571 △482 1,010,566

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰余金の配当 △25,192 △25,192
親会社株主に帰属する当期
純利益 500,052 500,052

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 474,859 － 474,859

当 期 末 残 高 312,001 201,477 972,431 △482 1,485,426

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 45,388 45,388 24,665 1,080,621

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰余金の配当 △25,192
親会社株主に帰属する当期
純利益 500,052

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 42,330 42,330 8,035 50,366

連結会計年度中の変動額合計 42,330 42,330 8,035 525,226

当 期 末 残 高 87,719 87,719 32,701 1,605,847

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社
・主要な連結子会社の名称 Emergency Assistance Japan (U.S.A.), Inc.

Emergency Assistance Japan (Singapore) Pte. Ltd.
北京威馬捷国際旅行援助有限責任公司
Emergency Assistance Thailand Co., Ltd.
EAJ Assistance Services Canada, Inc.

⑵ 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿

価切り下げの方法）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産 当社グループは定率法を採用し、一部の在外連結子会社は定額法を採用

しております。
ただし、当社は、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につい
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　３～15年
器具及び備品　　　　４～15年

・無形固定資産
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については社内基準に従い、回収不
能見込額を計上しております。
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連結注記表

④ 重要な収益及び費用の計上基準
一時点での収益の認識 当社グループのサービスの提供について、一時点で充足される履行義務

は、サービス提供完了時点に顧客の検収作業が行われるなど当該サービ
スが顧客に移転した時点で履行義務が充足されたと判断し、収益を認識
しております。

一定期間にわたる収益の認識 一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の
進捗度に応じて収益を認識しております。

⑸ 追加情報
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や企業活動に広範な影響を与
えております。新型コロナウイルス感染症の影響については、収束時期
等を正確に予測することは困難な状況ではありますが、現時点では固定
資産の減損損失の判定及び繰延税金資産の回収可能性の判断等の会計上
の見積りに与える影響は限定的であると考えております。なお、新型コ
ロナウイルス感染症の収束時期及び経済環境への影響が変化した場合に
は、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 328,996千円

売上原価 823千円
販売費及び一般管理費 128千円

２. 会計方針の変更に関する注記
⑴ 収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　これにより当連結会計年度の期首より一部の医療支援サービス等については、履行義務を充足するにつ
れて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度
の見積りは原価比例法によっております。
　また、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないものの、
発生費用の回収が見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しており、少額又は期間がごく短い
サービスについては、サービス完了時に収益を認識しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響
はありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示
していた「前受収益」及び「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示することといた
しました。

⑵ 時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。これによる連結計算書類
に与える影響はありません。

３. 連結貸借対照表に関する注記

４. 連結損益計算書に関する注記
助成金収入に関して、売上原価及び、販売費及び一般管理費から控除している金額は次のとおりでありま
す。
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連結注記表

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,519,600株 －株 －株 2,519,600株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 390株 －株 －株 390株

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金
の 総 額

1 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年 ２ 月 2 5 日
取 締 役 会 普 通 株 式 25,192千円 10円 2 0 2 1 年 1 2 月 3 1 日 2 0 2 2 年 ３ 月 2 8 日

決 議 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配 当 金
の 総 額

1 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年２月10日
取 締 役 会 普 通 株 式 利 益 剰 余 金 45,345千円 18円 2022年12月31日 2023年３月27日

第4回新株予約権 第5回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権

目的となる株式の種類 普 通 株 式 普 通 株 式 普 通 株 式 普 通 株 式

目的となる株式の数 20,800株 10,000株 28,500株 30,000株

新株予約権の残高 104個 100個 285個 300個

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑷ 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
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連結注記表

６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループの所要資金調達は、大きく分けて運転資金及び設備投資資金の調達となっております。

運転資金は自己資金、短期借入金及び長期借入金で賄っております。また、設備投資資金として、自己
資金の充当に加え、長期借入金による調達を行っております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金及び立替金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。また、海外

で事業を行うことで生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
また、海外で事業を行うことで生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されておりま

す。
長期借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算

日後約２年であります。これらについては変動及び固定金利による調達を行っていますがその時々の金
利の変動によるリスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、債権管理規程に従い、取引先毎に取引開始時における与信調
査、期日管理及び残高管理を継続的に行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、一部固定金利による調達を行って
おります。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性
の維持などにより流動性リスクを管理しております。
また流動性リスクの備えとして、銀行群と当座貸越契約を締結しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち、84％が特定の大口顧客２社に対するものでありま
す。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

長期貸付金
(１年内回収予定の長期貸付金を含む) 29,601 28,913 △688

資産計 29,601 28,913 △688
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む) 20,000 19,957 △42

負債計 20,000 19,957 △42

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、立替金、買掛金、短期借入金、未払金、未払
法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※）市場価格がない株式等の連結貸借対照表計上額
該当事項はありません。
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連結注記表

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金
(１年内回収予定の長期貸付金を含む) － 28,913 － 28,913

資産計 － 28,913 － 28,913
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む) － 19,957 － 19,957

負債計 － 19,957 － 19,957

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　該当事項はありません。
②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期貸付金(１年内回収予定の長期貸付金を含む)
　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

（単位：千円）
報告セグメント

医療アシスタン
ス事業

ライフアシスタ
ンス事業 計

得意先別内訳
中央省庁 4,253,483 - 4,253,483
民間・その他 1,567,843 419,892 1,987,735
顧客との契約から生じる収益 5,821,326 419,892 6,241,218
外部顧客への売上高 5,821,326 419,892 6,241,218

収益認識の時期
一時点で移転される財又はサービス 958,131 12,742 970,874
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 4,863,194 407,149 5,270,344
顧客との契約から生じる収益 5,821,326 419,892 6,241,218
外部顧客への売上高 5,821,326 419,892 6,241,218

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
　売掛金 1,093,676
顧客との契約から生じた債権（期末残高）
　売掛金 648,322
契約負債（期首残高） 370,645
契約負債（期末残高） 368,202

７. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「⑷ 会計方針に関する事項　④　
重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度末以降に認識すると見込まれる収益の金
額及び時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は、以下のとおりであります。

　契約負債は、主に、契約に基づき顧客から受領した前受金及び前受収益で、翌連結会計年度以降に
充足する履行義務に対応するものです。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
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連結注記表

⑴ １株当たり純資産額 624円46銭
⑵ １株当たり当期純利益 198円50銭

　なお、当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
247,178千円であります。
　また、過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額
に重要な金額はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び当社の連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引が無いた
め、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸借対照表

（2022年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
仕 掛 品
立 替 金
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

3,310,698
2,000,019
647,101
39,854
467,655

921
68,498
87,725
△1,077
295,314
61,865
30,031
31,833
44,524
44,524

188,924
130,441
8,800
16,185
33,497　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 2,335,155
買 掛 金 14,585
短 期 借 入 金 1,110,000
一年内返済予定の長期借入金 12,000
未 払 金 395,488
未 払 費 用 47,251
未 払 法 人 税 等 206,137
契 約 負 債 368,003
預 り 金 87,642
そ の 他 94,046

固 定 負 債 8,000
長 期 借 入 金 8,000

負 債 合 計 2,343,155
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 1,230,156
資 本 金 312,001
資 本 剰 余 金 201,477
資 本 準 備 金 98,001
そ の他資本剰余金 103,476

利 益 剰 余 金 717,160
その他利益剰余金 717,160
繰 越 利 益 剰 余 金 717,160

自 己 株 式 △482
新 株 予 約 権 32,701
純 資 産 合 計 1,262,858

資 産 合 計 3,606,013 負 債 純 資 産 合 計 3,606,013

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで ）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,210,354
売 上 原 価 4,978,226
売 上 総 利 益 1,232,128

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 542,044
営 業 利 益 690,084

営 業 外 収 益
受 取 利 息 212
為 替 差 益 13,184
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,035
そ の 他 881 16,314

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,939
そ の 他 262 6,202
経 常 利 益 700,196

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,028 2,028

税 引 前 当 期 純 利 益 698,167
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 227,169
法 人 税 等 調 整 額 △6,366 220,803

当 期 純 利 益 477,364

損　益　計　算　書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 312,001 98,001 103,476 201,477 264,988 264,988 △482 777,984

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △25,192 △25,192 △25,192

当 期 純 利 益 477,364 477,364 477,364
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － 452,172 452,172 － 452,172

当 期 末 残 高 312,001 98,001 103,476 201,477 717,160 717,160 △482 1,230,156

新 株 予 約 権 純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 24,665 802,650

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △25,192

当 期 純 利 益 477,364
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

8,035 8,035

事業年度中の変動額合計 8,035 460,207

当 期 末 残 高 32,701 1,262,858

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産
仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について
は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　３～15年
器具及び備品　４～15年

② 無形固定資産
　自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

⑶ 引当金の計上基準
　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については社内基準に従
い、回収不能見込額を計上しております。

⑷ 重要な収益及び費用の計上基準
　一時点での収益の認識 当社のサービスの提供について、一時点で充足される履行義務は、

サービス提供完了時点に顧客の検収作業が行われるなど当該サービ
スが顧客に移転した時点で履行義務が充足されたと判断し、収益を
認識しております。

　一定期間にわたる収益の認識 一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充
足の進捗度に応じて収益を認識しております。

⑸ 追加情報
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

「連結注記表　１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等　⑸追加情報」に記載の内容と同一であるた
め、記載を省略しております。
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個別注記表

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　これにより当事業年度の期首より一部の医療支援サービス等については、履行義務を充足するにつれ
て、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の
見積りは原価比例法によっております。
　また、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないものの、
発生費用の回収が見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しており、少額又は期間がごく短い
サービスについては、サービス完了時に収益を認識しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響はあ
りません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた
「前受収益」及び「前受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。これによる計算書類に与える影響
はありません。
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個別注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 142,204千円

短期金銭債権 862千円
短期金銭債務 83,076千円

売上高 4,820千円
業務委託費 633,404千円

売上原価 582千円
販売費及び一般管理費 128千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 390株 －株 －株 390株

３. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記
⑴ 関係会社との取引高

⑵ 助成金収入に関して、売上原価及び、販売費及び一般管理費から控除している金額は次のとおりであり
ます。

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
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個別注記表

繰延税金資産
減価償却費超過額 292千円
敷金償却費 4,996千円
貸倒引当金 330千円
貸倒損失 914千円
未払事業税 11,466千円
未払事業所税 1,097千円
その他 4,219千円
繰延税金資産小計 23,316千円
　評価性引当額 △7,130千円
繰延税金資産合計 16,185千円

⑴ １株当たり純資産額 488円31銭
⑵ １株当たり当期純利益 189円49銭

６. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

７. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中  淳 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 　 谷 　 は る み

独立監査人の監査報告書
2023年２月15日

日本エマージェンシーアシスタンス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本エマージェンシーアシスタンス株式会社の
2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、日本エマージェンシーアシスタンス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 35 －
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

－ 36 －
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連結会計監査報告

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上

－ 37 －
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会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中  淳 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 　 谷 　 は る み

独立監査人の監査報告書
2023年２月15日

日本エマージェンシーアシスタンス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本エマージェンシーアシスタンス株式
会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 38 －
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

－ 39 －
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会計監査報告

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第20期事業年度にお

ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお
り報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する
取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査室と連

携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

監 査 等 委 員 会
委 員 長 勝 田 和 行 ㊞
常勤監査等委員 土 屋 聡 美 ㊞
監 査 等 委 員 三 宅 秀 夫 ㊞

2023年２月15日
日本エマージェンシーアシスタンス株式会社　監査等委員会

　（注）監査等委員勝田和行氏及び三宅秀夫氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。
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